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経済学研究 45-1
北海道大学 1995.5

子供の経済分析

西村

1.はじめに

親が子供を生み育てる行動を分析対象とした

経済学者は近年までごく希であった。しかし，

子供を何人生み，どのような教育を行い，そし

てどれだけの遺産を残すかということは親の重

要な意志決定の一つである。例えば，子供の数

と子供への支出は，親の労働供給へ大きな影響

を与えるであろう。あるいは，租税政策などの

政府行動は子供の数や子供への支出に関係する

と思われる。

子供の数と子供への支出を内生的に取り扱う

試みはBecker(1960)により大きく発展した。彼

は伝統的な消費者行動理論を出生率の内生的な

分析に援用した。当初の課題は，所得が増加す

るに従って子供の数が減少するのはなぜかとい

うことであった。また， Becker (1965)は企業の

生産理論を用いて子供を生み育てる行動を家計

内生産として捉え，家計内での時間配分の重要

性を分析し成功を収めている。

Becker (1960)の消費者行動理論を用いた分

析は， 1980年代にNerlove， Razin & Sadka (以

下， NRSと略記する)によって発展した。本稿の

目的は，彼らの諸理論をできるだけ統一的に説

明することである。第2節では，先ず，出生率が

内生的に決定されるモデルの基本構造と特徴を

分析する。第3節では，出生率を内生化すること

により新たに生じる市場の失敗を分類・整理し，

図解による説明を加える。第4節では，世代内の

所得分配問題をとりあげる。第5節では，最適人

口規模について検討する。最後に第6節におい

て，今後の発展の可能性を展望する。

エヲ

2.基本モデル

出生率が内生的なモデルにおいては，親は“子

供の数"および“子供の質"から直接に効用を得

ると想定されている。ここで，“子供の質"は子

供が成人した際に子供自身が享受する効用水準

によって測られる。子供自身の効用は，親の子

供への支出(bequest)によって決定されると仮

定される。子供への支出とは，教育投資などの

親が生きている聞に与えられるものと死後に贈

与される遺産に大別されるが，両者とも“子供の

質"を向上させることで親の効用をも高める。

出生率が内生的なモデ、ルの基本構造を明確に

するために， NRS (1985a)のモデルを考えよう。

経済は2期聞から構成されており個人はすべて

同質である。第1期には1人の親が存在しており，

彼は期首に所得Kを得て子供の数nと子供一人

当りに与える遺産bを決定する九また，彼は子

供と共に私的財c'を消費する。親は第1期の期末

に死亡し，第2期にはn人の子供が大人に成長し

て生存している。彼らは，親から遺産を受げ取

り私的財c2を消費する。このようにして，親の最

大化問題は次のように定式化することができ

る2)。

Max. 
(c1.c2，n) 

s. t. 

u'[cI ，n， U2(C2) ] 

c'+nc2ニK

1)ここでは，子供への教育投資は考えない。

(1) 

(2) 

2)ここで，子供が成人するために必要な私的財はc1に

含まれているが，子供の効用水準は成人した際に消

費する私的財c2のみによって決定されている。
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(1)式は，親の効用関数である。 u2(C2)は子供の

効用水準=“子供の質"を表している。げはc1，U2 

に関して単調に増加し凹である。また，U2はc2に

関して単調に増加し凹である。しかし，U1は，n 

に関して必ずしも単調に増加するとは限らない。

例としては，効用関数が次の型を持つ場合があ

げられる。

であることであり従来の消費者行動理論と著し

く異なる特徴である。予算制約式をみるとnはc2

の価格であり，逆にc2はnの価格である。親が選

択する“子供の数"が増えると“子供の質"の価格

は上昇する。それによって，“子供の質"に対す

る親の選択が変化するといった相互作用が生じ

る。予算制約式が非線形であることから，通常

の分析とは異なる様々な結果を得ることができ

u1 [d ，n， U2 (C2) ] =V[C1j (1 +n) ，n， nu2 (C2) ]る。

vは， 3つの変数に関して単調に増加する。親

は，第1期の一人当りの私的財消費c1j(l十n)，子

供の数n，子供たちの総効用nu2(C2)から直接に

効用を得る。この場合には， nは1番目の変数を

通じて効用がを減少させ， 2番目と3番目の変数

を通じて増加させる。従って， U1はnに関して単

調に増加するとは限らない。予算制約式は凸で

はなく効用関数も凹ではないため，最大化問題

は凸性を満たしていない。しかし，議論にあたっ

ては最大化問題は一意な解を持つことが仮定さ

れている。

(2)式は異時点聞の予算制約式である。親が第

1期に直面する予算制約式は，

c1+nb=K (3) 

である。子供は初期保有量を持たないとすると，

私的財消費量は遺産に等しくなる九従って，子

供の予算制約式は，

c2=b (4) 

である。 (3)， (4)式より，親が直面する異時点聞

の予算制約(2)式が導出される。

内生的出生率モデ、lレの最大の特徴は，予算制

約式が“子供の数"と“子供の質"に関して非線形

3)利子はゼロと仮定されている。

第二に，子供の数が内生的であることは課税

理論に影響を与える。通常の課税理論では人頭

税は中立的な租税である。しかし，出生率が内

生的なモデルでは，人頭税は“子供の数"の価格

を上昇させることを通じて超過負担を生み出し

てしまう。この場合，中立的な課税手段は一族

全体への定額税である。

第三に，出生率を選択する主体は親であるが，

彼は子供に対する需要者であると同時に子供の

供給者でもある。従って，他の私的財とは異な

り需要と供給のバランスによって価格が決定す

るといった市場そのものが存在していないため，

子供の価格は市場価格ではなく潜在価格である。

3.市場の失敗

(1)公共財と固定的生産要素による市場の失敗

国防などの純粋公共財は，混雑現象を伴わな

いため人口規模が大きくなるほど便益をもたら

すと考えられる。しかし，このとき親は多くの

子供を生むことで一人当りの租税負担が減少す

ることを認識して子供の数を選択するわけでは

ないので，純粋公共財のために人口が過少にな

る可能性が生じる。これは出生率が外生的に取

り扱われるモデ、ルで、は生じ得ない人口に関する

市場の失敗である。

また，土地などの固定的な生産要素が存在す

るならば労働の限界生産力は逓減すると考えら

れる。この場合には，賃金率が生存するために

必要な水準を上回る限り人口が増加し続け，限

界生産力は逓減する。この結果，賃金率は低下
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し最終的には生存に最低限必要な水準にまで下

落してしまうかもしれない。親は子供の数が賃

金率に影響を及ぽすとは考えていないために市

場が失敗する可能性が生じる。このようにして，

固定的生産要素のゆえに人口は過大になるかも

しれない。NRS(1986)は，驚くことに上記の2つ

の市場の失敗は潜在的なものにすぎず競争解は

親の観点からはパレート最適であることを示し

ている。

経済は2期間， 2世代から構成され，個人はす

べて同質である。第1期には親が1人生存してお

り，彼は1単位の労働と一定量の土地を供給し賃

金ずと地代IPを受け取る。所得は，第1期の私的

財c'と遺産bに支出されn人の子供を生む。第2期

には， n人の子供が生存しており，彼らは一人当

り1単位の労働を供給し賃金w2を受け取る。ま

た，親から土地を相続して第1期と同量の土地を

供給し，全員で地代IFと親から遺産bを受け取

る。これらの所得で，一人当りの私的財c2を消費

する。親は，c1，n，そして子供の質を表わす第2期

の私的財c2から効用を得る。また，第1期に親が

公共財P'を享受する。第2期には子供が公共財

?を享受し，それによって彼の質あるいは厚生

が高まる。従って，親は， c'，c2，n，Pl，P2から効

用を得ているが，pl，p2は政府から外生的に与

えられており親の選択変数ではない。このよう

にして，親は次の効用最大化問題を解く。

Max. U(C1 ，C2 ，n，pl ，P2) 
(c1 ，C2 .n) 

(5) 

s. t. c1十nc2=w'+nw2+111+IF-T(6) 

ここで， Tは一族全体に課せられた定額税で
ある。人頭税は，前節で述べたように超過負担

を生み出す次善的な課税手段である。親は，子

供の労働所得nw2，地代112，定額税Tをも考慮し

て一族全体の消費計画を決定している。

生産は，土地と労働を用いて行われる。土地

は固定的な生産要素であるから，労働の限界生

産力は逓減する。生産物は1種類の財であり，私

的財(c1， C2)としても公共財(Pl，P2)としても使

用することができるとする。生産関数は，労働

量を変数としてf(・)で表す。ただし，f'>O，f"<0 

である。第1期には，親が1人だけ生存しており

1単位の労働を供給するのでf(1)だけの財が生

産される。第2期には， n人の子供がそれぞれ1単

位の労働を供給するのでf(n)の財が生産される。

かくして，異時点聞の資源制約式は次のように

なる。

c'+nc2+ P'十P2二 f(1)+f(n) (7) 

次に，競争的企業の利潤最大化より，次の関

係が成立する。

w1 =f' (1)， 111二 f(1)-f' (1) 

w2=f' (n)， 112 =f (n) -nf' (n) 
(8) 

賃金は労働の限界生産力と等しい。また，地代

は労働費用を支払った残りの生産物である。

政府は定額税Tを課税し，第l期，第2期にそれ

ぞれpl，p2の公共財を供給する。政府の予算制

約は，2期間全体で収支が満たされていればよく

各期ごとに収支がつりあっている必要はない。

なぜならば，親は自分の私的財消費のみから効

用を得ているのではなく子供全員の厚生からも

効用を得ているので，租税負担を遺産を用いて

異時点聞で配分することができるからである。

政府予算制約式は次式よって与えられる。

pl+p2=T (9) 

ここでは，政府の最適化行動は扱わない。つ

まり，政府は予算制約式を満たす限りどのよう

な(Pl，p2， T)の組み合わせを実施してもかまわ

ない。 (9)式を満たす政策パラメータ (Pl，p2， T) 

が与えられたとき，競争解(w1*，W2*， 11'*，112ぺ
c1* ，C2* ，n*)は，親の効用最大化問題(5)， (6)式，

および利潤最大化の条件(8)式を満たす組合せ

である。
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NRSは，競争解よりも高い効用をもたらす配

分があることを仮定し矛盾を引き出すことに

よって，市場の失敗が生じないことを示してい

る。公共財の供給(P'，P2)は任意であったから，

政府が公共財に関して最適化を行うかどうかに

関わらず市場の失敗は生じない。

人口に関して市場が失敗しない理由は，次の

ように説明することができる。多くの子供を生

めば，一人当りの租税負担は減少するので親自

身の負担も減少する。しかし，親が子供の数と

質から効用を引き出し出生率を内生的に決定す

るモデルにおいては，親は自身の租税負担だけ

でなく子供たち全員の負担に関心を持っている。

子供の数nが増えることで親自身の租税負担

T/ (1 +n)が減少したとしても，子供たちがその
減少分を負担しているのであって一族全体の租

税負担はTであり変化しない。親が関心を持っ

ているのは，一族の構成員一人当たりの租税負

担ではなく一族全体での負担であるから，人口

が増加しでも親の厚生は改善されない。もし，

人口の増加と共に一族あるいは家庭の数も増加

するならば，一族当りの租税負担は減少するの

で親の厚生は改善される。この場合には，市場

の失敗が生じ人口は過小になるかもしれない。

また，別な方法で説明することもできる。市

場の失敗は，私的限界効用と社会的限界効用の

評価(あるいは私的限界費用と社会的限界費用

の評価)に違いがある場合に生じる。効用に関し

ては，私的および社会的限界効用は共に親の効

用関数を用いて評価されるので限界効用には違

いが生じない。費用に関しては，私的限界費用

は親の予算制約(6)式で評価され，社会的限界費

用は資源制約(7)式で評価される。 c'，c2，nの私

的限界費用は，それぞれ1，n，c2-w2である。社

会的限界費用も，それぞれ1，n，c2-w2で、あるか

ら限界費用に関しでも違いが生じていない。

よって，市場の失敗は生じないと考えることが

できる。

(2)兄弟聞の所得移転

親は，子供に遺産を与えるが成人後に彼らが

どのように行動すべきかを強制することはでき

ない。子供たちの聞に能力差がある場合，彼ら

が大人になってから稼ぐ所得には違いが生じる。

そのとき，最も効率的な方法は能力の高い子供

に全ての教育投資を行い，彼らが大人に成長し

たときに能力の高い子供が能力の低い子供に所

得を分け与えることかもしれない。しかし，親

は子供たちにこのような所得の移転を強制する

ことはできないため，能力の高い子供への教育

が高い生産性を生み出すとしても，それを十分

に活かすことは不可能である。 NRS(1984c)は，

このような親が子供の行動をコントロールでき

ないことから生じる市場の失敗を分析している。

経済は， 2世代， 2期聞から構成される。親は，

すべて同質な個人でありI期間のみを生きる。子

供は同質ではなく，比率pの子供は高い能力を

持ち，比率l-pの子供は低い能力を持つ。それ

ぞれ， AとBで表わされる。子供の能力を識別す

ることができるのは親のみであり政府は識別で

きないと仮定する。親は，それぞれの子供一人

当りに教育としてeA，eBの私的財を，遺産として

bA，bBの私的財を与える。親が遺産として子供に

与えたb単位の私的財は，第2期にbR単位に増加

して子供に受け取られる。ただし， Rは利子因子

でありR主主1である。親は，初期保有量としてK

の私的財を所有している。

子供は，第2期に成人して1単位の労働を供給

する。しかし能力 iの子供にei単位の教育投資を

行うことで，この子供の労働供給を効率性で

測ってgi(ei)単位に増加させることができる。w

を効率J性で測った労働1単位の賃金率であると

すると，能力 iの子供はWgl(ei)の所得を得る。子

供の能力の違いは， gA，gBの関数型に反映され

ると考える。能力の高い子供は低い子供と比べ

てより生産的であり，すべての剖こ関してgA(e) 

>gB (e)である。また，限界的な教育投資に関し

て能力の高い子供の方がより生産的であり

g'A(e)>g'B(e)である。さらに，投資の成果は逓
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減しg"j<O，i=A，Bであることを仮定する。

親は，第2期に全ての子供達が同じ量の私的財

c2を消費できるように，教育投資と遺産の量を

選択する。親の効用最大化問題は次のように定

式化される。

Max. u(c1 ，C2 ，n) (10) 
(d ，c2.n，eA ，eB ，bA ，bB) 

S. t. c1+pn(eA+bA) + (l-p)n(eB+bB) =K 

(11) 

C
2=WgA (eA) + RbA 

c2二 WgB(eB) + RbB 
(12) 

(13) 

(10)式は親の効用関数であり，親は第1期の私的

財消費，第2期に子供が消費する私的財および子

供の数から効用を得る乙とができる。 (11)式は

第1期に親が直面する予算制約式である。(12)式

は第2期に能力の高い子供が直面する予算制約

式であり， (13)式は能力の低い子供の予算制約

式である。

ここで，閉鎖経済であることを仮定すると遺

産の総和は非負に制約される。

pnbA+ (1 -p)nbB~O (14) 

この制約式は，遺産よりも教育に投資した方が

より高い収益を生み出す場合に有効になる可能

性があるが，ここでは(14)式は有効ではなく

pnbA+ (l-p)nbB>Oであることを仮定する。

また，親はそれぞれの子供に負の遺産を残す

ことができないと仮定する。

bA 孟 O ， bB~O (15) 

(12) ， (13)式の子供の予算制約式より，子供の間

での直接的な所得移転は禁じられている。しか

し，これは親が間接的に兄弟聞の所得移転を行

うことを禁じているわけではない。子供Aが直

接に子供Bに所得を移転させるのではなく，親

が子供Aへの遺産bAを減らしてその分子供Bへ

B b 

う ー一一 1Bb 

、一 一一一一一1Bc 

Ba 

A. "B bn+bu=O 

図1 兄弟聞の間接的な所得移転

bA 

の遺産bBを増やすならば，間接的に兄弟間での

所得移転が可能である。このような操作は，(15) 

式が有効でない範囲において行うことができる。

図1を見ると，親は子供AにBaの負の遺産を与

え子供BにBbの正の遺産を与えている。しか

し，実際に親が自身の所得から与えている遺産

は，子供Bに対してBb-Bcであり子供Aに対し

てはゼ、ロであると考えることができる。 Bc=

Baは，実質的には子供Aから子供Bへの所得移

転である。しかし， (15)式が有効であるならば，

親はB点で表わされる遺産の組合せを選択する

ことができないため兄弟聞で所得を分配するこ

とに失敗する。

(15)式が有効でないならば，効用最大化問題

を解くことで1階の条件，wg' A (eA) = wg' B 
(eB) =R，を得ることができる。この場合には，

親が子供に行う総投資とその配分は最適な水準

に決定される。興味があるのは，兄弟間で所得

を移転することができず最適な投資を行うこと

に失敗する場合であるから，以下では(15)式が

有効であると仮定する。

(14)式が有効でなく (15)式が有効であると仮

定したが， (15)式の2式が共に有効であることは

ない。 2式が共に有効であるならば，総遺産はゼ

ロになり (14)式も有効になってしまう。 gA，gB
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図2 消費可能領域

の関数型に関する仮定よりbA=O，bB>Oであり，

wg' B (eB) =R <wg' A (e)が成立する。能力の低

い子供に対する教育投資は最適な水準であるが，

能力の高い子供に対しては過少な教育投資しか

行われていない。従って，親は能力の高い子供

から借り入れて，すなわち遺産bAを負にして教

育投資eAを増やしたい。

図2は，能力の高い子供と低い子供が各1人い

る場合(n=2，p=0.5)の親の消費可能領域と無

差別曲線である。曲線BJLMKは，能力の高い子

供の教育投資可能曲繰WgAを裏返しにして原点

をKに合わせたものである。同様に，曲線EPH

は能力の低い子供の教育投資可能曲線WgBを裏

返しにして原点をHに合わせたものである。直

線AJとCNPの傾きは利子因子Rであり，遺産に

よって消費可能領域が拡大することを表してい

る。曲線Iは親の無差別曲線である。ここで，親

は線分HKの教育投資を能力の高い子供に行っ

ている。その結果，能力の高い子供は成人して

から線分LHの私的財を消費することができる。

能力の低い子供へは線分GHの教育投資を行し:>，

線分FGの遺産を与えるので，能力の低い子供は

成人してから線分NF=LHの私的財を消費す

ることができる。親は点Nで効用を最大化して

いる。この図のように，点Lが区間JM上にある

場合に(14)式が有効でなく (15)式が有効(bA=O，

bB>O)である。また，点Lが区間AJ上にある場

合には(14)式と (15)式は共に有効で、なく (bA>O，

bB>O)，区間MK上にあれば(14)式と (15)式は

共に有効である (bAニ 0，bB=O)。

ここで，親にとって最適な教育投資と遺産の

配分を実現できる課税政策について検討する。

政府は，第2期の成人した子供に対して所得税t，

定額税T，遺産に対する相続税τを用いるが，子

供の能力を識別して課税することはできな

い九この場合には，親の効用最大化問題は次の

ように書き換えられる。

Max. U(c'，c2，n) 
(d ，C2 ，n，ê ，eB ，bA ，bB) 

s. t. c'+pn(eA+bA) + (l-p)n(eB+bB) =K 

(16) 

c2= (l-t)wgA (e) +T+ R(l一τ)bA(17) 

c2= (l-t)WgB (eB) +T+ R(l一τ)bB (18) 

親は， (16)， (17) ， (18)式だけでなく非負制約

bA~Oにも制約される。 1階の条件より c'，c2， bB， 

eA，eB，nは(t，T，T)の関数となり，間接効用関数

は次のように表わされる。

v(t，T，τ) =u[c'(t， T，τ)，c2(t，T，τ)，n(t，T，τ)] 

政府は親が最大の効用を享受できるような課税

政策を実行するので，政府の最大化問題は次の

ように定式化される。

Max. v(t，T，τ) 
(t，T，τ) 

s. t. nT=ntw[pgA (eA) + (1-P)gB (eB) ] 

+n(1-p)τbBR 

4)政府が子供の能力を見きわめることができ親が子供
に義務を負わせることができるならば，定額税ある
いはローン制度を用いて所得を移転することが最善
な政策である。



60(60) 経 済

政府は，第1期には何も行動しない。第2期に所

得税としてntw[pgA(eA) + (1-p) gB (eB) J，相続

税としてn(1-p)τbBRを徴収し，定額補助金nT

を支出する。政府の予算制約式を間接効用関数

vに代入することで， vは(t，τ)の関数となる。

政府がなんらの政策も行わない自由放任状態

t=T=τ=0から課税を行った場合の比較静学

を行うと θV/δt~Oを得ることができる。従っ

て，所得税を課することは親の厚生を改善する。

この結果は，次のように説明することができる。

所得税は能力の高い子供からより多く徴収され

る一方，補助金Tはどちらの子供にも同じよう

に与えられる。従って，所得税によって能力の

高い子供から能力の低い子供へ所得を移転する

ことができる。親は所得が減った能力の高い子

供への教育投資を増やし，所得が増えた能力の

低い子供への教育投資および遺産を減らす。そ

の結果，子供達への総支出を増やすことなく，

tつまり親の私的財消費を減らすことなくより効

率的な投資を行うことが可能になるので親の厚

生は改善される。図3では，点線で消費可能領域

の拡大を示しである。補助金Tだけ消費可能領

域は上へシフトし，所得税tだけ下へシフトす

る。その結呆，図のように消費可能領域が拡大

するため，無差別曲線との接点、は点Nから点Q

へ移動し親の効用水準は上昇する。

次に， τの変化が効用水準に与える影響を調

べるとav/δτ豆Oを得ることができる。すなわ

ち，遺産相続に補助金を与え定額税を徴収する

ことによって厚生を改善することができる可能

性がある。この理由は，相続に補助金を与える

ことにより，能力の高い子供から低い子供へ所

得を移転することができるためである。bA=Oで

あるから，遺産への補助金は能力の低い子供の

みに与えられる。しかし，定額税は二人の子供

から同じだけ徴収されるので，遺産への補助金

によって所得を移転することができる。よって，

前と同様にして親は子供達への総支出を増やす

ことなしより効率的な投資の組合せを実行す

ることができる。

-与すら 研 究 45-1 

TI-一一一---ー一一ー 一

c1 
M 

図3 所得税と定額補助金による効用の上昇

以上では，兄弟聞の資源配分に関して遺産の

非負制約により市場の失敗が生じることをみた

が，遺産の非負制約は兄弟間だけでなく親子聞

の資源配分にも影響を与える。 NRS(1988)は，

先のモデルを兄弟に能力の違いがなく同質であ

る場合に修正して，遺産の非負制約が世代聞の

資源配分に与える影響を分析している。

親の効用最大化問題(10)~ (13)式は，兄弟が

同質である場合には次のように定式化される。

Max. 
(c1 ，c2 ，n，e.b) 

s. t. 

u(c'，c2，n) 

c'+n(e+b) =K 

c2=wg(e)十bR

また，親は遺産の非負制約b詮Oに制約されてい

る。前と同様に，遺産の非負制約が有効でない

場合には親は最適な教育投資と遺産の組み合わ

せを選択することができ， wg'(e) =Rを得るこ

とができる。しかし，非負制約が有効に働く場

合にはwg'(e)> Rとなり教育投資は過小となる九

5)遺産の非負制約は次の場合に有効になる可能性が強

い。(1)親の子供への愛情が少ない，つまり限界代替

率δc2/δc1が小さい場合，(2)教育投資の限界生産性

g'が利子因子Rと比較して高い場合である。
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(14)式では閉鎖経済であることを仮定したが c2

閉鎖経済でないならば経済全体では海外から資

金を借り入れることで非負制約を緩めることが

できる。この場合には，b<uとすることでwg'

(e) =Rを得ることができ，親にとって最適な教

育投資と遺産の組み合わせが選択される。つま

り，親は負の遺産を子供に残すことができない

が，経済全体では遺産が負であってもかまわな

いために世代聞の資源配分に関して市場が失敗

する可能性が潜在的にある九

図4では，遺産の非負制約を考慮すると親の消

費可能領域は曲線ABKである。親の無差別曲線

と消費可能領域が線分AB間で接する場合には，

遺産の非負制約は有効ではなく wg'(e)=Rを得

ることができる。図のように曲線BK間で接す

る場合には，遺産の非負制約は有効であり教育

投資は過小となる。ここで，閉鎖経済ではなく

遺産が非負に制約されないならば消費可能領域

を点線BCまで拡げることができるため，無差別

曲線との接点は点Fから，点Gへ移動し親の効用

水準を高めることができる。

(3)結婚における遺産の公共財的役割

出生率が内生的なモデルでは子供の効用水準

は親が子供に与える遺産によって決定される。

しかし，子供の結婚をモデルに導入するならば，

子供の効用水準は彼が受け取る遺産だけではな

く彼の配偶者が受け取る遺産によっても高めら

れる。つまり，遺産は結婚によって親にとって

は公共財的な役割を果たす。親は，自分が与え

る遺産が子供の効用を高めるだけでなく子供の

配偶者の効用をも高め，それによって配偶者の

親の効用が上昇することを考慮、していないから，

遺産は外部性を生み出している。 NRS(1984b)

は，親同土が自分の子供に与える遺産に関して

自由に交渉を行えるならばパレート最適が達成

6)遺産が非負に制約されないことによって親の効用水

準は高まるが，子供の効用水準は必ずしも高まると

はかぎらない。つまり，パレートの意味で厚生が改

善されるとは限らない。

A 

図3 遺産の非負制約による市場の失敗

されることを示している。

cl 

経済には，2家庭と2世代が存在する。個人は

すべて同質であると仮定するη。i番目の親は，

私的財消費c'，子供の数niおよび子供が次期に

得る効用水準から効用を得る。子供が次期に得

る効用水準は遺産によって決定され，結婚する

ことによって子供夫婦が受け取る総遺産はb1+
b2である。 i番目の親の効用最大化問題は次のよ

うに定式化される。

Max. 
(cj，nJ，b!) 

s. t. 

u(d，ni，bl十b2)

d+biniニK

i番目の親にとってbi，j*iはパラメータであ

り外部性を発生させている。彼は， j番目の親が

選択するbiは自分の選択から独立であると考え

て行動する。従って，b1はb2の関数となりb2はb1

の関数である。 b1(b2) ， b2 (b1)は同じ関数型を持

つので，ナッシュ的な競争解は450線上で決定さ

れる。競争解を(c1， i11 ，1)1， C2 ， i12 ， 1)2)で表わせば

7)個人が同質であるならば，両家庭は同じように行動

するため結婚する子供の数は同じである。また，子

供は全員が結婚し独身者や近親結婚はないことを仮

定する。
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同質な個人の仮定より，

C1=C2=C， b1=b2=b，己1=主主五

が成立する。内点解を仮定すると効用最大化の

ための1階の条件は，
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(20) 

となる(以下，下付き添字で偏微分を表す)。予

算制約式より5は函の価格であり，逆に五は6の価
格である。よって， 1階の条件は私的限界効用と

私的限界費用が等しくなることを意味している。

次に，対称的なパレート配分のケースでは，

親の効用最大化問題は次のように定式化される。

Max. 
(c，n，b) 

u(c，n，b+b) 

S. t. c + bn + c + bn = K + K 

親は，2家庭分の予算に制約されて子供に与える

遺産を決定する。親同士が互いに交渉して配分

を決める状況であるので，競争配分の場合と異

なり外部性を生み出す遺産は存在していな

い九このパレート配分を(♂，n*，b*)で表わそ

う。この配分は2家庭が等しく最も高い効用水準

を達成する配分である。内点解を仮定すると1階

の条件は，

u2(c*，n*，2b*) b本
u1 (c* ，n* ，2b*) 

(21) 

2U3 (c* ，n* ，2b本)
U1 (c* ，n* ，2bキ)=n* (22) 

となる。前と同様に，これらの条件は社会的限

8)遺産に関して交渉を行える状況は，親が子供に持参

金や結婚費用といった形で遺産を与える場合である。

しかし，恋愛結婚が主流である状況では持参金より

も教育投資といった形で結婚前にすでに支出されて

いる場合が多いであろう。

界効用と費用が等しくなることを意味する。

競争配分とパレート配分のl階の条件を比較

すると， (19)， (20)式と (21)， (22)式は明らかに

異なるため競争配分はパレート効率性を達成し

ていない。 (20)， (22)式の左辺を比較すると，遺

産に対する私的財の社会的限界代替率は私的限

界代替率の2倍である。この違いは，競争配分の

場合には親は自分の子供のことだけを考えて遺

産の量を選択するが，遺産は結婚によって自分

の子供だけではなく，配偶者の効用をも高める

ためである。 NRSは，競争配分の場合にはパ

レート配分と比較して遺産が過少になることを

導出している。

次に，子供の数について競争配分とパレート

配分を比較する。予算制約式を見ると，遺産bは

子供の数nの価格になっている。このことは，次

の三つの効果をもたらす。

(a)競争配分では遺産は少ないが，このことは

子供の価格が下がることを意味するので，

代替効果を通じて子供の数は増加する。

(b)競争配分では外部性のために効用水準が低

くなっているので，実質所得が低下したと

考えられる。よって，子供が上級財ならば

子供の数は減少する。

(c)遺産は，私的財Cと子供の数nの聞の限界代

替率に影響を及ぼす。よって，遺産が減少

することは(c-n)平面上の無差別曲線を

シフトさせることになる。

以上の三つの効果から，子供の数の変化につい

て一般的な結論を得ることはできない。しかし，

(c，n)とbの聞に分離可能性を仮定すると遺産

によって(c-n)平面上の無差別曲線はシフト

せず， 3番目の効果を排除することができる。こ

の場合には，代替効果が所得効呆を優越して競

争配分の子供の数の方がパレート配分のそれを

上回ることを示すことができる。

市場の失敗が生じる理由は，遺産が親にとっ

て公共財的側面を持っており外部経済を生み出

しているためである。従って，遺産にピグー的

な補助金を与えることが考えられる。しかし，
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遺産bは子供の数nの価格で、あるから， bを補助

することはnの価格を下げることを意味し撹乱

を生み出すため，この撹乱をn~こ課税すること

によって取り除く必要がある。

αを遺産への補助金の税率としβを育児手当

とする。また，政府予算を均衡させるために定

額税Tを導入する。この場合，親の効用最大化問

題は次のようになる。

Max. 
(cl.nl，bJ) 

s. t. 

u(d ，nl， b1+b2) 

d+bi(1一α)niー βni-T=K

内点解を仮定すると1階の条件は，

子=b(1α)β
Ul 

与L=(1-α)n 
Ul 

(23) 

(24) 

となる。最適な政策a*，s*は， (23)， (24)式とパ

レート配分を表わす(21)， (22)式とを比較する

ことで得ることができる。

α*二 1/2，β*=-b*/2

以上より，遺産への補助は50%であることが

わかる。これは，親が遺産は結婚を通して子供

の配偶者の厚生をも高めることを考慮、しないた

めに，遺産に対する私的財の社会的限界代替率

が私的限界代替率の2倍となるためである。ま

た，遺産に50%の補助を与えると，子供の価格

はb*/2だけ下がることになるから，子供一人当

りb*/2の課税を行い相対価格が変化すること

で擾乱が生じないようにすることが望ましい。

4.世代内の所得介配

出生率と労働供給の聞には重要な関係がある

と考えられる。また，内生的な出生率は世代内

の所得再分配問題にも影響を与えると思われる。

所得や厚生に影響を与えようとして課税を行っ

ても，その政策が出生率に与える影響を考慮し

ないならば意図しない結果をもたらす可能性が

ある。NRS(1984a)は，出生率および労働供給が

内生的な場合の世代内の所得再分配政策として

所得税と育児手当を分析している。

すべての家庭は能力を除いて同一である。能

力の違いは賃金率に反映され，能力の低い家庭

はw1，能力の高い家庭はw2の賃金率を稼ぐこと

ができる(W1<W2)。親は，彼自身の私的財消費

Cと子供の数nと子供への総支出qおよび余暇か

ら効用を得るヘ政府は，育児手当β，所得税t，

家庭当りに定額税Tを採用している。かくして，

親の効用最大化問題は次のように定式化される。

Max. u(c，q，n，.e) 
(c.q.n.~) 

s. t. C十q一βn=wi(1-t).e-T 

ただし， Ul>0，U2>0である。しかし， U3の符号

は必ずしも正ではない。また， .eは労働供給を表

わしu.<Oである。この問題を解くことによっ

て，私的財，子供の数，子供への総支出の需要

関数と，労働の供給関数を得ることができる。

それぞれ， d[ -T，β，wi(1-t)] ，ni[ -T，β，wi 

(1-t)]，qi[-T，β，wl(1-t)]，.e[-T，β，wi(1-

t) ]で表わす。また，間接効用関数はvl[-T，β， 

wi(1-t) ]で表わす0=1，2)。これらの関数型は

同じであるがその値は異なる。ここで，低所得

の家庭ほど多くの子供を生むと仮定する。この

仮定は必ずしも子供が下級財であることを意味

しているわけではない。その理由は以下の通り

である。子供一人当りへの支出をzとするとq=

znである。子供の数nが下級財であるならば，そ

の価格zが一定で、あるときに所得が増加するに

つれて子供の数は減少する。しかし，出生率が

内生的なモデノレでは子供の質zは選択変数でおあ

る。よって，所得が増加すると親が選択する子

9) qを子供一人当りへの支出ではなく総支出と定義す
ると，予算制約式は線形にすることができる。
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供の質=子供の数の価格も変化してしまうので，

たとえ子供の数が減少したとしても子供が下級

財であることを意味するわげではない。

ここで，政府の目的は低所得な家庭の効用を

最大化することであると考えよう。政府は，予

算制約式に従ってロールズ的社会厚生関数を最

大化するβ，t，Tを選択する。政府の最大化問題

は次のように定式化される。

Max. vl[ -T，β， wl (1-t) ] 

s.t. t{WIQI[ -T，β， wl (1-t) ]十w2Q2

[ -T，β， w2(1-t) J} 

+2T一β{nl[-T，β， wl(l-t) ] + 

n2[ -T，β，w2(1-t)J}=O 

1階の条件から，次の2つの関係式を得ることが

できる。

[(nI2-nln¥) + (n22-n2n21) ]β 

[wl (Q12 -nIQ¥) +W
2 (Q22 -n2Q21)]t 

= (1+βn22-twFI) (nl-n2) (25) 

[wl (n13 -Q1nll) +w
2 (n23 -Q2n21) ]β 

十[(wl)2 (Q13 _QIQ1I) + (W2) 2 (Q23 _Q2Q21)]t 

= (1+βn21-tw2Q21) (W2Q2-wIQI) (26) 

ここで， NRSはいくつかの仮定をおくことに

よって1階の条件(25)， (26)式の右辺は正であり，

また，左辺のβ，tに乗ぜられている項もすべて

正であることを導出している 10)。従って， (25) ， 

(26)式は(βt)平面において共に第1象限を通

る直線となるので， β，tは同時に負となること

はできない。このようにして，ロールズ的社

会厚生関数のケースではβ，tのうち少なくとも

10) NRSの諸仮定は以下のように要約される。(1)子供
の数は時間集約的である。すなわち，子数と余暇は
補完的な関係を持つ。(2)所得の増加は子供の数を減
少させる。 (3)家庭の総支出C十qが上級財である。
(4)余暇も上級財である。 (5)労働供給が後方屈曲型
ではない。つまり，より高い賃金率を獲得できる家
庭はより多くの労働を供給するため所得が増加する。

一つは正でなければならない11)。

この結論は，政府が所得税と育児手当を高所

得の家庭から低所得の家庭へ所得を再分配する

ための政策手段として採用しているためである。

子供の数は所得と負の関係を持つと仮定されて

いたから，育児手当は低所得の家庭により多く

与えられることになる。また，所得税は高所得

の家庭からより多く徴収される。 β，tが正であ

ることは高所得の家庭から低所得の家庭へ所得

が再分配されていることを意味している。もし，

どちらも負であるならば低所得の家庭から高所

得の家庭へ所得が逆に再分配されていることに

なり，ロールズ的社会厚生関数を採用した意味

に反する。

興味深いのはβ，tのどちらか一方が負になる

可能性があるということである。所得税率tを負

にするということは一般的な最適所得税の理論

とは一致しない結論である。 β，tの符号がどの

ような場合に負となるのかを検討するために，

I階の条件(25)， (26)式にクラメールの公式を用

いると，

β={ (nl-n2) [(w1) 2(Q13-QIQ¥) + (w2) 2 (Q23-Q2Q21) ] 

+ (W2Q2-WIQI) [Wl (Q12-n1Q1I) +WZ伊 2-n2Q21)]}

(1+βn21一tw2Q21)/D (27) 

t= {(nl-n2) [w1 (n13-Qn
l
l) +w
2 (n23 -Q2n21) ] 

十(W2Q2-wIQI)[(n12-nlnll) + (n22-n2n21) J} 

(1+βn21 _tw2Q21) /D (28) 

ム ni2-nin¥ wi(Qi2-nlQil) 
D=detラ..1

~ I wi(ni3-QiniJ (Wi)2(Qi3-Q1Qil) 

(29) 

11)社会厚生関数として高所得な家庭の効用関数を採用
するならば逆の結論を得る。つまり， β，tのうち少な
くとも一つは負でなければならない。また，この結
論は低所得の家庭ほど多くの子供を養育するという
仮定に依存している。 Batina(1986)は，多数の家庭
が存在する経済ではこの仮定は疑問であり育児手当
と所得税が共に負となる可能性があることを指摘し
ている。
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を得ることができる。 (29)式は，代替行列の半

負値定符号性よりD>Oである。

、 (27)， (28)式より，自己代替効果はβ，tを共に

正にする方向に働き，反対に交差代替効果は負

にする方向に働くことがわかる。このことは，

次のように説明できる。 (27)式を見ると，労働

の自己代替効果は育児手当を正にする方向に働

いている。労働の自己代替効果が大きい場合に

は，所得税率によって労働供給が大きく変化し

てしまい経済に撹乱をもたらす。その場合には，

所得税ではなく育児手当を正にして所得再分配

を行うべきであろう。また，労働の交差代替効

果が大きい場合には，育児手当によって労働供

給が大きく変化してしまうから育児手当を用い

ることは控えるべきであろう。 (28)式の子供の

数の自己代替効果と交差代替効果に関しても同

様に説明することができる。

β，tの符号に関しては，次の3つの可能性を考

えることができる。

(a)余暇と子供の数との聞の交差代替効果がゼ

ロか，あるいは非常に小さいケース。この

場合には，自己代替効果が交差代替効果を

優越してβ，tは共に正となる。

(b)交差代替効果が大きししかも子供の数の

差n1-n2の方が所得の差w2Q2-w1Qlより

も相対的に大きいケース。この場合には，

所得税よりも育児手当の方が所得を再分配

するためにはより効果的に働く。また，交

差代替効果の対称性を考慮すると，育児手

当が労働に及ぼす撹乱と所得税が子供の数

に与える擾乱は同じ大きさを持つ。よって，

育児手当の子供の数への自己代替効果

n!2-n!n!1と所得税の労働への自己代替効

果Q!3-QiQi1を比較して前者の方が小さいな

らば，育児手当の方が所得税よりも引き起

こす撹乱は小さくなる。この場合には， βは

正になりtは負になる。

(c)逆に，所得の差の方が子供の数の差よりも

大きく，所得税の労働への自己代替効果が

育児手当の子供の数への自己代替効果より

も大きいケース。この場合には， βは負にな

りtは正になる。

以上より， Ramsey (1927)的な課税方法が考

えられていることがわかる。つまり，補償需要

が自己価格に関して弾力的な財には相対的に軽

い課税，他の財の価格に関して弾力的な財には

重い課税が望ましい。 β，tの符号を選択する際

に，できるだけ経済に撹乱をもたらさず超過負

担を生み出さないような税率の組合せが選ばれ

ている。

5.最適人口規模

出生率が内生化されているモデルでは，人口

は政府の直接的な選択変数ではない。しかし，

それは政府が人口をコントロールできないとい

う意味ではなく，政府は社会的に望ましい人口

規模を達成することができる出生率を親に選択

させるような政策を施行することで，間接的に

人口をコントロールすることができる。 NRS

(1985a)は，最適人口を達成するための政策を

検討している。

親の効用最大化問題は，第2節で検討した基本

モデルと同じである。政府がなんらの介入も

行っていない場合(自由放任)における親の効用

最大化問題の解を (C1L，C2L ，nL)で表わすことに

する。

ここで，政府が経済を構成する親と子供たち

の効用の総和を最大化することを目的する場合

(ベンサム規準)の最適人口規模を検討する。政

府はベンサム型の社会厚生関数を目的関数とし

て採用するので，政府の最大化問題は次のよう

になる。

Max. B (cI，c勺1)= u1 [cI，n，u2 (c2) ] +nu2 (c2) 
(30) 

s. t. c1+nc2=K 

ベンサム規準の最適配分を (C1B，C2B， nB)で表わ

す。自由放任，ベンサム規準の最大化問題にお
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いて異なるのは目的関数であり，制約式は同じ

(2)式である。

ベンサム基準と自由放任の人口規模を比較す

る。最大化問題の定義より，

nBu2 (C2B)孟nLu2(C2L) 

が導出される。ベンサム規準の目的関数は，親

の効用にnu2(C2)が加えられた形であるから，ベ

ンサム規準にとってはnu2(C2)が大きい方が望

ましい。しかし，このことは必ずしもnが大きい

ことを要求するわけではなく c2が大きいことで

も実現される。予算制約式の非線形性を考慮す

ると，nはc2の価格であり逆にc2はnの価格であ

るから，nとc2の両方が大きくなるかどうかはわ

からない。よって，自由放任状態の人口規模と

ベンサム規準の最適人口規模の大小関係は不明

である。

政府は，自由放任の状態から課税することに

よって相対価格を変化させ，親にベンサム規準

の最適配分を選択させるような誘因を与えるこ

とができる。ベンサム規準の 1階の条件から次

の関係式を得る。

内

4Fし
V

ηtu

一
U
一
一
一

1

4
1
 

f
一
u

l

一u一 (31) 

1 ..2 
U 3U"1寸-nu1 _一一

U
1
1 

(32) 

(31)式はc1とnの社会的限界代替率が子供を 1

人増やすための社会的費用c2に等しいことを意

味する。同様に，(32)式はdとc2の社会的限界代

替率が子供の私的財消費を1単位増やすための

社会的費用nに等しいことを意味している。

最適人口規模を達成するために，政府はc2へ

の補助金αと子供一人当りの育児手当βと定額

税Tを採用する 1九この場合，親は以下の効用

最大化問題を解く。

12) c2への補助金は，利子率への補助金と考えることが
できる。

Max. 
(c' ，c2.，O) 

u1[c1，n，u2(c2)J 

S. t. c1十nc2(1一α)=K+βn-T

内点解を仮定すると 1階の条件から次の関係式

を得る。

十字=叩 α)一β
u 1 

1 ..2 U'，U"， 
ニi子---"-=n(1一α)
U'l 

ベンサム規準における社会厚生最大化問題の1

階の条件と親の効用最大化問題の1階の条件を

比較すると，

αB一旦iL
I U'l 

2 
βB U p q 
己一一丁一一αUC"
U‘l 

(33) 

を得る。ペンサム規準の社会厚生関数(30)式の

nu2 (C2)の項は，親の効用最大化問題(1)式では

考慮されていないから， C2は外部性を発生させ

ている。 c2の社会的限界効用はUl3U21十nu21で、あ

り，私的限界効用はUl3U21である。よって， nU21 

の便益を私的財dで測ったnu21/U¥だけ補助金

を与えc2の価格を下げることが望ましい。同様

に，nも外部性を発生させているので社会的限

界効用と私的限界効用の差を補助金で与えるこ

とが望ましい。社会的限界効用はUl2十u2で、あ

り，私的限界効用はUl2であるから，その差u2を

私的財で測ったU2/U1lだけ価格を下げ， nの価格

をC2-U2/U1lにすることが必要である。このよ

うにして， αとβはピグー税および補助金の役割

を果たしていることがわかる。

αの符号は効用関数の単調増加性を考慮する

と正である。 βの符号は(33)式より正であるこ

とがわかる。以上より，ベンサム規準を達成す

るために必要な子供の私的財消費への最適補助

金(利子補助金)αBと最適育児手当fは共に正
である 1九

13)政府がミル基準を採用すれば，社会厚生関数は(u'+
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6.おわりに

最後に，子供の経済分析の今後の発展方向に

ついてまとめておくことは有益であろう。第1

に，子供の数の供給サイドの分析である。 Beck-

erやNRSの理論は典型的な需要サイドの分析

であるから，避妊知識が普及し出生率をコント

ロールすることができる先進国に対しては有効

であろう。しかし，開発途上国の高い出生率を

分析するためには供給サイドをモデルに取り込

むことが重要で、ある。第2に，モデルの動学化で

ある。 BeckerやNRSの理論では夫婦が結婚時

に生涯にわたる子供の数を決定すると仮定され

ている。しかし，日本や欧米の低い出生率を分

析するためには出産や結婚の時期を考慮、したモ

デルの方が優れているであろう。出産の時期や

子供の年齢構成は，女性の労働供給にも大きな

影響を与えていると思われる。第3に，出生率が

内生的なモデルでは伝統的な租税理論とは異な

り，人頭税が超過負担をもたらすといった特徴

を持つことから課税問題を再考することである。

また，家族規模や家族構成に応じた課税を検討

することも重要で、ある。第4に，代表的個人の仮

定をはずし，異質な家庭が存在するケースに分

析を拡張することである。第5に，不確実性をモ

デ/レに取り込むことである。子供の数と質は共

に不確実な要素がきわめて強く，希望出生率を

達成できる家庭は多くないであろし，親の望む

ように子供が育ってくれるとは限らない。
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